
区分

町内要望について

⑤　　　維持課（各支所基盤産業課）が現地確認の日程調整を行う。
　　　　現地確認（市、まち協役員、関係町内会長など）

　　　　的に実施する案件等は地域枠から予め除外

⑩→⑪　回答は協働推進課からまち協及び関係町内会に送付する。

②→③　３月末を目途に協働推進課（各支所）に提出する。
　　　　まち協での分類は不要。

　　　　（例）１２月降雪前に現地確認を実施し、情報提供書を作成する。
①→②　町内会の状況を踏まえ、町内要望箇所の取りまとめを行う。

　　　　　　　１月～３月に新旧町内会長（町内会役員）で情報共有する。

※緊急の情報提供（例：早急に通行止め等の対応をしないと事故に繋がる案件など）については、直接市に場所、状況等を連絡（電話等）する。

⑦、⑧　地域枠に入れる事業の決定について、まち協が必要な会議を開催。（市は会議に参画し助言等を行う）　※現地確認後、市が計画

⑦実施事業
の協議
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通
常
の
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報
提
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⑥内容精査、概算
※市道の維持、修繕案件の

内、生活道路など

提出 ③受取り、
分類

（実施一覧表の再提出）

⑩実施事業の決定
を踏まえ対応

④受取り

④受取り

必要に応じ
現地確認

情 報 提 供 書 の 基 本 的 な 流 れ

単位町内会 まちづくり協議会 協働推進課
（各支所）

維持課
（各支所　基盤産業課）

その他の部署

①とりまとめ
（情報提供書作成）

提出

仕分け

②受取り
（一覧表作成）

⑤現地確認　（維持課（基盤産業課）で日程調整）

事業（工事）実施
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❶突発事案
発生

❷連絡を受ける

❹報告を
受ける

❸対　　応

連絡（随時）

対応報告

⑫受取り

　　　　まち協に回答した内容
　　　　を情報提供

⑩対応（回答）検討

⑧実施事業
の決定

⑨受取り

⑫受取り 　　回答 ⑪回答の集約

回答
送付

参加（指導、助言など）
職 員


